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 山口県公立大学法人評価委員会（第３７回）の審議要旨 

 

１ 日  時  令和元年７月１６日（木） １０：００～１１：４０ 

 

２ 場  所  山口県庁本館４階 共用第４会議室 

 

３ 出席委員  成富委員長、小野委員、首藤委員、早川委員（委員長以外５０音順） 

 

４ 審議事項  令和元年度に係る法人の業務の実績に関する評価について 

 

 

５ 審議要旨［ ● 委員  ◆ 委員長  □ 法人  △事務局］ 

 

◆ 県立大学としてカリキュラム見直しや組織改編など様々な努力をされ、地域と密着した

色々な取組も行われているが、どのような人材を輩出するか、どう地元に定着してもらうか

などを考えていくためにも、近隣地域や海外の状況なども分析し、参考となる事例を活用す

るとともに、山口県の良さを見える化していくような取組も必要と考える。 

 

□ １８歳人口が減っていく中、特長を持たない大学は伸びていけないとの危機感を持って

取り組み始めた結果が様々な改革に繋がっており、今後も５年 10年先を見据えて情報の収

集などに努めていく。その上で、山口県に貢献するため、地域を国際的に開いていくととも

に、個性豊かな地域文化を再発見してアピールできる力を養成し、地方の地域の価値を高め

ていける人材（ライフ・イノベーション・リーダー）を育成していきたい。 

 

● これから児童が減少していくことを考えると、県外生にも目を向け、大学での地域連携活

動等を通じて山口県の良さを理解してもらい、県内への定着を促すことも必要であると考

えるが、入学者に占める県内生の割合 60％という高い目標にどのように取り組んでいかれ

るのか。 

 

□ 今後 18歳人口が急激に減少することを踏まえると、目標の達成に向けて県内の学生に選

んでもらうためには、将来を見通して養成すべき人材の領域や専門性を検討し、学部学科改

編等も含めて検討していかなければならないと考える。 

 

● 県内就職率の低下について、理由等をどのように分析されているのか。 

 

□ 看護師の県内就職は堅調であるが、国際文化学部など広くリベラルアーツを学んでいる

学生は、景気が良くなると県外へ出ていく傾向が見られることや、栄養学科については、小

中学校の共同調理場への移行等により、県内の管理栄養士の求人数が減少していることな

どが要因と考えられるが、良い人材を地域に戻す、地域の魅力ある産業につなげることが大

学の使命であり、それに応えていきたい。 

 

資 料 ２ 
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● 企業等から与えられた課題を解決していく過程で様々な学びを得る課題解決型学習

（PBL）については、人材育成の観点から、学生と企業の双方が目的をきちんと理解して取

り組む必要がある。 

 

□ COC や COC＋事業への積極的参画によって、PBL の実施方法やプログラムに関するマニュ

アルを作成するなどしているが、今後も大学・企業双方の人材育成につながる教育システム

となるよう取り組んでいきたいと考える。 

 

● 学生は就職に際し、県内就職を希望しているというよりも、企業を見ているイメージが非

常に強いが、中小企業は大手企業ほどアピールに時間も労力もかけられない実情があり、企

業の魅力・存在意義の発信やその伝わり方に課題を感じる。PBLの活動を使って、企業も自

社の魅力を学生にどう伝えればよいかなどを学ぶことができればと考える。 

 

□ COC＋事業等を通じて学生や保護者に県内企業の魅力を知っていただく Jobフェアなどが

開催され、ネット上にない企業のリアルな情報を提供するための取組が行われている。PBL

を実施した企業側からは、就職２～３年目の若手社員を学生のメンターやリーダーとする

ことにより、社員の成長を実感できたという声もいただいており、そのような取組につなが

るよう、大学と企業の連携を深めていく必要がある。 

 

● 地域や企業の魅力を発信するためには、IT の活用経験は非常に大事だと思われるが、ユ

ーチューブ等の動画やデータの活用などについて学べるようなカリキュラムなど、IT 系の

教育にどのように取り組まれるのか。 

 

□ 現在もコンピューターリテラシーを「全学教育」で必修科目としているが、再来年度から

教育改革により実施する「基盤教育」では、その内容を見直してデータサイエンス教育とし

て位置付け、現代社会人の基礎力の醸成に向けて強化して取り組むこととしている。 

 

● 新型コロナウイルスの感染拡大により経済的な影響も懸念されており、困窮する学生が

増える可能性もあると思われるが、何か対策を取られているのか。 

 

□ 新型コロナウイルス感染症の拡大によって生活が厳しい学生向けの国の支援制度を中心

に、大学独自の授業料等減免制度も実施し、適切に対応している。 

 

【 まとめ 】 

 

◆ 各委員から多くの御意見をいただいたところであり、審議事項については次回への継続

審議とする。 

 

△ 今後、事務局において委員の意見を踏まえて評価書の素案を作成し、次回の評価委員会 

  で審議をお願いしたいと考えているので、各委員の御協力をお願いする。     

 以 上  


